

























































































 孫文が指導した中華革命党は 1916 年に、国内で革命活動を進行させることに方針を転
換し、まず上海を活動の本拠地にして、1917 年から 1918 年の間には南下して広州に軍政
府を成立させ、護法運動を推進したが、その後は軍閥の妨害を受けて上海に押し戻され、








































 何天炯は期日どおりの 1920 年 11 月下旬に広州に南下し、孫文らも 11 月 28日に到着す
ると、すぐに護法軍政府の再建に着手し、同時に外交活動を展開し、国際的承認を取るべ
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炯与孫中山―宮崎滔天家蔵書札研究」（『歴史研究』1987 年第 5 期）が以前一文を引用していたほかは、
利用例は見られない。 
(3) 李長莉「何天炯与東京同盟会本部」（『近代史研究』2012 年第 3 期）参照。 




頁。俞辛焞『孫中山与日本関係研究』（人民出版社 1996 年版）245 頁。 
(7)「宮崎滔天年譜稿」、段云章『孫文与日本史事編年』増訂版（広東人民出版社 2011 年版）624 頁。 
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(9)「宮崎滔天年譜稿」、段云章『孫文与日本史事編年』増訂版、624-625 頁、参照。 










一般財団法人霞山会研究員㻌 堀田 幸裕 
㻌
はじめに㻌
㻌
 外地・上海に置かれた東亜同文会運営の東亜同文書院大学は、日本の敗戦により廃校と
なった。このため、同大学から内地へ引き上げて来る学生たちの収容を急務とし、本間喜
一・東亜同文書院大学学長は受け入れ先となる愛知大学の創設に奔走する。だが愛知大学
はＧＨＱ占領下にあった設立当初、東亜同文書院と完全に別個の大学であることを対外的
に闡明
せんめい
にする必要に迫られた。
一方で、東亜同文書院の同窓会組織である滬友会を中心として、後継校設立の願望が一
部に根強く残った。滬友会の描く大学再建構想は、かつての同文書院同様に中国語を教授
し、対中国事業のエキスパートを養成するという、非常に理念的なものであった。滬友会
は母校再建研究委員会を立ち上げて議論を進めるとともに、東亜研修所名義で開催した中
国語講習会と、またその後には霞山会が設立した各種学校の東亜学院に母校再建の夢が寄
託された。
 けれども東亜同文会の清算事業完了によって、東亜同文会も東亜同文書院大学もそれぞ
れ正式に消滅しており、資産継承者としての霞山会と愛知大学があるに過ぎなかった。滬
友会の企図する大学再建については、資金や学校敷地の確保をはじめ、全てがゼロからの
スタートとなる。結果として、東亜同文書院大学を滬友会自身の手で再建することは叶わ
なかった。 
 また、滬友会の描く対中国（含東南アジア）専門人材を養成する高等教育機関という学
校像は、当時の世相とのずれもあった。日本と中国の国交回復が実現していない時期であ
ったため、日中間の貿易業務は一部友好商社（ダミー含む）に限られていて中国語に対す
る需要も現在ほどは高くなかった。加えて日中関係の動きも文化大革命という中国国内の
政治情勢の影響を受け、運動団体の分裂や善隣学生会館事件の発生など、より尖鋭化して
いく傾向にあった。このような中で東亜同文書院の後継を自称することは、日本の戦争責
任を問う立場から非友好的なものだとレッテルを貼られることともなった。ＧＨＱ占領下
と同様に、東亜同文書院というブランドはその実態は別として、相変わらず負のイメージ
をもって日中関係の中では見られていたのである。 
 本稿では霞山会の立場から、1946（昭和 21）年の東亜同文会解散後の霞山会、愛知大学、
滬友会三者の立ち位置を再確認するとともに、東亜同文書院大学の「復活」という問題が
関係当事者それぞれでどのように認識されていたのかを、霞山会設立の各種学校である東
亜学院が誕生し、1975（昭和 50）年に一旦閉校するまでの経緯を中心に考察する。 
 なお本稿は執筆者個人の見解であり、所属機関の立場や考えとは一切関係がない。 
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